
 

 

公募型プロポーザルの公告 

 

第５次本部町総合計画及び総合戦略策定業務について、下記のとおり公募型プロポーザ

ルを行うので公告する。 

 

令和６年７月２３日 

本部町長 平良 武康    

 

１．公募型プロポーザルに対する事項について 

（１）業務名称 第５次本部町総合計画及び総合戦略策定業務（以下、「本業務」とい

う。） 

（２）業務内容 仕様書等を参照 

（３）業務期間 契約締結日から令和８年２月１３日まで 

（４）見積限度額 ２２，８２５，０００円（消費税及び地方消費税含む。） 

 

２．公募型プロポーザルの全体スケジュール 

 本業務に係る公募型プロポーザルの全体スケジュールは下記のとおりとする。ただし、

都合により変更することがある。 

実施の公告（ホームページ掲載） 令和６年７月２３日（火） 

参加申込書等提出期限 令和６年７月３１日（水） 

参加資格審査結果の通知 令和６年８月１日（木） 

企画提案書等提出期限 令和６年８月８日（木） 

１次（書類）審査結果通知 

※企画提案者が５者以上の場合に実施 

令和６年８月１５日（水） 

２次（プレゼンテーション）審査 令和６年８月２１日（水） 

特定通知 令和６年８月２３日（金） 

 

３．参加資格 

（１）沖縄県内に本社又は営業所等の営業拠点を有すること。 

（２）過去５年間の間に、地方自治体の総合計画策定業務の受注実績を有している（現在

受注し、実施中のものを含む）こと。 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当してい

ないこと。 

（４）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）

等に基づく再生又は再生手続等を行っていないこと。 

（５）宗教活動や政治活動を主たる目的とする者ではないこと。 

（６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条

第２号に規定する暴力団及びそれらの利益となる活動を行うものではないこと。 

（７）本部町建設工事請負業者指名基準及び指名審査会等に関する要領（昭和 57 年４月

１日）第９条の規定に基づく指名停止措置及び沖縄県における工事等請負契約に係る

る指名停止等措置要領第７条の規定に基づく指名停止措置を契約予定日までの間、受

けていない者であること。 

（８）法人税、所得税、地方税、消費税又は地方消費税を滞納していないこと。 



 

 

（９）共同企業体に係る留意点 

① 共同企業体とは第５次本部町総合計画業務及び総合戦略策定業務共同企業体協定書

（以下「協定書」という。）に基づき、本件委託業務をその構成員が共同で行うもの

とする。 

② 共同企業体として申請する場合は、参加表明書と一緒に協定書を提出し、記載され

た事項を、構成員相互で遵守し、本件委託業務を適正に履行すること。 

③ 申請代表者を定めること。（上記提出書類と一緒に共同企業体構成員の当該企業体

を代表する法人への申請手続に係る委任状を構成員ごとに提出すること。） 

④ 同時に複数のグループの構成員になることはできない。 

⑤ 単独で申請する者は、本募集において他の共同企業体の構成員になることはできな

い。 

 

 

４．各書類の提出先 

 〒９０５－０２９２ 沖縄県国頭郡本部町字東５番地 

 本部町 企画商工観光課 企画政策実践班（電話番号：０９８０－４７－２７０２） 

 

５．その他 

 本公告に記載がない事項およびその他詳細は「第５次本部町総合計画及び総合戦略策定

業務に係るプロポーザル実施要領」および「第５次本部町総合計画及び総合戦略策定業務

仕様書」による。（本部町ホームページからダウンロードすることができる。） 

以上 


